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問題山積の「京都市宿泊税条例」はいったん撤回し市民的議論を

２０１７年９月２１日 日本共産党京都市会議員団
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京都市では観光客の急増によって、交通渋滞、混雑、違法民泊の急増など、様々なかた

ちで市民生活への影響、ゆがみがあらわれています。京都市は、これらに対処するための

財源確保として、昨年８月から「京都市住みたい・訪れたいまちづくりに係る財源の在り

方に関する検討委員会」（以下、検討委員会）で、新しい税の導入を検討してきました。

最終答申を受け、市長は９月市会に「京都市宿泊税条例」を提案しました。

宿泊税の詳細な内容について、市民的に示されたのは今回が初めてです。宿泊税が本当

に市民の願いに応えるものなのか、市民的に十分な議論、検討がなされなければなりませ

ん。しかし、具体的な提案からわずか１か月あまりで採択、制定しようとするのはあまり

にも乱暴です。条例案はもちろん、これまでの検討委員会での議論や答申に示された内容

には、問題が山積しています。

日本共産党京都市会議員団は、今回京都市が導入しようとする「宿泊税」には数多くの

問題点があり、宿泊税条例は、いったん撤回し市民的議論を行うべきと考えています。

１、すべての宿泊事業者から宿泊税を徴収することの矛盾と問題点

先行して宿泊税を導入している東京都、大阪府では、「宿泊料金が１万円未満の宿泊」

については課税免除としています。大阪府の「調査検討委員会」では、定率で課税してい

る海外のホテル税等の事例についても検討した上で、すべての宿泊施設に課税することは

やめ、１万円という免税点を設けています。京都市は、宿泊料金が５万円以上は１０００

円、２万円以上５万円未満は５００円、としていますが、２万円未満は免税点も設けず、

一律に２００円の宿泊税を徴収するとなっています。

条例案では、「旅館業に係る施設、又は住宅宿泊業（民泊新法にもとづく事業）に係る
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住宅における宿泊を課税対象とする」としています。８月２１日の総務消防委員会質疑で

は「違法『民泊』を含めたすべての宿泊施設を対象とする」との答弁がありました。「税

の立場からは、適法、違法にかかわらず課税する」との見解も示しています。

京都市観光総合調査では、２０１６年、違法「民泊」に約１１０万人が宿泊しているこ

とが発表されました。現在、違法「民泊」は、京都市内で５０００件を超えているとも言

われており、実態すら把握できない状況にあります。すべての違法「民泊」から徴収する

ことは本当に可能なのでしょうか。違法「民泊」に対して、１軒１軒、調査し、実態を把

握しながら、違法なものは営業停止にするか、正式な届け出をさせる措置を行っていくと

いう作業が必要になります。現在の京都市の削減された職員体制のもとでは、違法とわか

っていても対応できない現状があります。

総務消防委員会質疑では、「宿泊税を違法『民泊』対策のツールとしていく」との答弁

がありましたが、真面目にがんばっているホテル、旅館業者の経営を圧迫し、住民生活を

脅かし、京都経済全体にも深刻な影響を及ぼしている違法「民泊」の一掃は、宿泊税と絡

めることなく、京都市が解決しなければならない待ったなしの課題です。

２、特別徴収義務者（旅館、ホテル業者）の合意と納得が不可欠

宿泊税のしくみは、ホテル、旅館業者が、特別徴収義務者となり、宿泊客から税金を徴

収し、その徴収した税金を京都市に納める事務を請け負うことになります。毎月、宿者数

や税額などを記載した納入申告書を提出し、納税しなければなりません。宿泊事業者の新

たな事務負担やシステム改修などによる経費負担は大きくなります。答申では、特別徴収

義務者に対する「経費の一部を補助する制度を検討」するよう指摘していますが、条例案

には、なんら補助制度は示されていません。宿泊事業者、とりわけ小規模事業者ほど負担

は大きくなります。激しい価格競争のもとで、宿泊客料金に上乗せできず、自ら負担せざ

るを得ない事態も予想されます。すでに小規模事業者から不安の声も上がっており、合意

と納得抜きの強行は許されません。

３、目的税といいながら、使途も特定されない無限定な税

宿泊税は法定外目的税であり、自由に使える一般財源とは異なり、その目的、使途をは

っきり特定して徴収される税金です。ところが、「住みたい・訪れたいまちづくりに関す

る施策」、「観光客、市民双方の満足度を高める施策」に使うとしています。条例の提案

理由も「国際文化観光都市としての魅力を高め、及び観光の振興を図る施策に要する費用

に充てるため」としており、これでは無限定にいくらでも幅広く解釈することが可能とな

ります。目的税と言いながら、事実上一般財源となんら変わることのない自由な財源とし

て使うことができるようになります。総務消防委員会質疑でも「使途を明確にする」との

答弁はあっても「使途を特定の目的に限定する」との答弁はありません。どのような施策

が必要で、どれだけの財源が必要なのか、その財源規模も明確に示されていません。そも

そも宿泊税の目的そのものが不明確です。
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４、大型開発事業への莫大な税金投入こそ見直すべき

京都市は「財政が厳しい」と繰り返していますが、京都市財政についての根本的な分析

や総括はなされていません。財政の厳しさは、三位一体改革等により地方交付税がピーク

時（２００３年度）から４１３億円も削減されていることや、安倍内閣のもとでの相次ぐ

法人税減税が一つの要因となり、京都市に入る法人市民税額も２０１４年度の約３０１億

円から、昨年２０１６年度は約２４０億円に、約６０億円も減収となっています。これら

国の政治への根本的な批判と転換抜きに、市民サービスの切り捨てや新たな負担の押しつ

けなど、市民にしわ寄せしています。「京プラン後期実施計画」（２０１６年度～２０年

度）では、一般会計の職員８００人の削減や、社会福祉経費を含む消費的経費を年間４０

億円、５年間で６００億円、前期実施計画を上回る規模の削減を強行しようとしています。

現在も、市民の宝である敬老乗車証制度の改悪や、市バス・京都バス一日乗車券の値上

げは大きな焦点となっており、さらなる市民負担の押しつけです。

しかし、その一方で、大型開発には巨額の税金を投入しようとしています。高速道路油

小路線は断念したものの、代わりに建設しようとする堀川バイパストンネル計画は、同規

模とすれば事業費約１２００億円とも言われています。また、北陸新幹線の「京都・小浜

ルート」については、いずれのルートになっても、京都市を通過する大半は地下４０㍍以

深の大深度地下をトンネルで通ることになります。それによる環境破壊、景観破壊が懸念

され、約２兆１０００億円とも言われる事業費の内の地元負担も明確になっていません。

さらに、リニア中央新幹線の京都ルート誘致活動も行っています。また、市庁舎整備、中

央卸売市場第一市場再整備など数百億円規模の大型公共事業が目白押しで、市民目線から

の精査が必要です。宿泊税による新たな税収増は、約４５億円程度と言われていますが、

桁違いの税金投入です。市民サービスの切り捨て、市民への負担を押し付けながら、大型

開発に巨額の税金投入を強行しようとするなど、全く道理がありません。

５、「住みたい、訪れたいまちづくり」に逆行する京都破壊の京都市の政策転換こそ

そもそも宿泊税導入の目的は「住みたい・訪れたいまちづくり」のためとしています。

答申では、新たな財源の使途として「文化の振興」（文化財の保護等）、「景観の保全・再

生」などを掲げています。ところが、この間京都市は、住みたい・訪れたいまちづくりと

も、「文化の振興」（文化財の保護等）、「景観の保全・再生」とも全く逆行する施策を強

行してきました。

京都市美術館に企業名をつけるネーミングライツ（命名権）を売却したり、京都市美術

館の野外彫刻、富樫実氏のモニュメント「空にかける階段’８８―Ⅱ」を、作者本人の意

向や多くの美術関係者、市民の願いを無視して、切断撤去工事を強行しました。また、世

界遺産の二条城北西のコアゾーンを壊して駐車場を建設するなど、およそ文化や景観の保

全とは言いがたい事態が続出しています。

また、京都市宿泊施設拡充・誘致方針にもとづき、今後６０００室の宿泊施設が足りな

いとして、ホテル、旅館、民泊の建設ラッシュで、地域の景観、住環境が壊されています。

さらに、地域住民のコミュニティの拠点である小学校跡地を、ホテルなど民間事業者の
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利益のために提供し、運動会や夏祭りなど地域の行事もできなくなるなど、住民生活より

も民間事業者の利益を優先した市政を進めています。

この背景には、安倍政権の地方創生戦略があります。アベノミクスにより、大企業は空

前の利益の一方で、中小企業の営業は回復せず格差はいっそう拡大、また東京一極集中は

一層加速し、地方との格差も拡大しています。アベノミクスの破綻は明らかです。このよ

うな状況の下、安倍政権の地方創生戦略は、「稼げるまちづくり」、「地域の『稼ぐ力』や

『地域価値』を高めるまちづくり」を打ち出し、それらの取組を支援するとして地方自治

体を競わせています。山本幸三・前地方創生大臣は、４月に行われた滋賀県でのセミナー

で「地方創生とは稼ぐこと」と定義し、観光振興をめぐり「一番のがんは文化学芸員と言

われる人たちだ。観光マインドが全くない。一掃しなければ駄目だ」と発言するなど、大

きな波紋を広げました。文化・観光を稼ぐための資源としか考えていない地方創生戦略の

本質が明瞭に示されたものであり、京都市はその路線を、先頭に立って推し進めています。

京都市は、３２年前（１９８５年）に、古都税を創設しました。当時も「住民に対する

税金ではなく、京都市内の寺社建物へ支払う拝観料へ課税」「文化財を保護する市への協

力を拝観者へ依頼するもの」と説明していました。しかし、実際にすすめられたのは、文

化財の保護どころか、ノッポビルや地上げなど、急速な京都のまち壊し、京都破壊でした。

寺社の強い反対もあり、古都税は、１９８８年、２年８ヶ月で廃止されました。

２０１６年度京都市観光総合調査でも、京の観光「満足度」はすでに低下しはじめてい

ます。このままでは京都の魅力そのものが失われてしまいます。市民が、住みたい、住ん

でよかったと実感できるまちであってこそ、訪れる人たちにとっても魅力を感じられるの

ではないでしょうか。観光客の数を追い求める市政から、京都のまちと住民のくらしを守

る市政への根本的な転換が必要です。

以上


